「提出書類等」記入上の注意　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　提出書類は、実施要領兼説明書に記載されている事項のほか、以下の点に注意してください。

　（番号は、実施要領兼説明書１１（３）の記載と対応しています）
１　法人に関する書類について
	番号
	件　名
	摘　要

	①
	登記簿謄本
	提案書提出締切日より前６か月以内に発行されたもので原本を提出する。

	②
	法人の定款
	現在のものを提出する。

	③
	法人の経歴・事業経緯
	法人の経歴や事業実績について、その概要を簡単にまとめたものを提出する。

	④
	法人の事業計画・運営実績
	法人の令和８年度の事業計画及び令和７年度の事業運営実績をまとめたもの（事業計画書や事業報告書）を提出する。
※発達障害に関する相談事業等について記述されているもの

	⑤
	予算書
	以下の資料を直近３か年度（令和６・７・８年度）分提出する。

①資金（収支）予算書

②資金（収支）予算書の科目内の内容がわかるもの（内訳表）

	
	決算書
	以下の資料を直近３か年度（令和５・６・７年度）分提出する。

①財産目録　＊法人で１部

②貸借対照表

③貸借対照表内訳表

④資金収支計算書

⑤資金収支（予算）内訳表

⑥資金収支（決算）内訳表

⑦事業活動計算書

⑧事業活動内訳表

	⑥
	会計に関する経理規程
	規則細則を含め作成していれば提出する。

	⑦
	就業規則・非常勤就業規則
	非常勤就業規則は、常勤職員とは別に、非常勤用の規則を作成している場合に提出する。


２　企画提案書（様式５から１０）について
	⑧
	応募にあたっての意思表明
	様式５による。

Ａ４版とする。

	
	組織運営体制
	様式６－１による。

記入欄が不足する場合は、様式をコピーし、通し番号を付番して記入すること。

「担当職務内容」：施設長、主任、○○担当などを記入すること。

「職種」：医師・看護師・心理士・作業療法士・言語聴覚士・保育士・指導員などを記入すること。

※前述の資格等の登録がない者は「指導員」とすること。

「雇用形態」：次の区分により、常勤Ａ、常勤Ｂ、非常勤、派遣の別を記入すること。

　　常勤Ａ：原則として、週の所定労働時間が４０時間で、期限の定めのない雇用契約をしている職員。

常勤Ｂ：原則として、週の所定労働時間が４０時間で、期限を定めた雇用契約をしている職員。いわゆる「契約社員」等。

非常勤：１日６時間未満又は月２０日未満の勤務の者で、期限を定めた雇用契約をしている職員。

派遣職員：所定労働時間にかかわらず、人材派遣法上の派遣が行われている職員。

「異動・採用別」：当該職員の配置について、既存の施設からの人事異動による場合「異動」、新たに採用して配置する場合「採用」と記入すること。異動の場合は法人における勤続年数を記載すること。
「勤務形態」：基本となる週の勤務日数、1日の勤務時間（パターン）を記入すること。

例（非常勤の場合）：週３日・４時間ずつ
「備考」：職員の経歴や他に参考となる事柄を記入すること。

組織の配置人数と職種が明記された組織図を添付すること。

	
	施設長予定者経歴
	様式６－２による
令和９年４月１日時点の施設長予定者の経歴について記入すること。

	
	職員の人材育成について
	様式６－３による
職員の人材育成のための方策や専門性を確保するための取組みを記入すること。Ａ４判とする。

	
	コンプライアンスについて
	様式７による。

Ａ４判とする。

	
	発達障害支援の実績
	様式８による。
記入欄が不足する場合は、様式をコピーし、通し番号を付番して記入すること。

	
	事業運営提案書
	様式９による。

Ａ４判とする。

	
	事業収支計画計算書
	様式１０－１～４による。

（1） 運営経費
必要な経費を算出根拠とともに明示のうえ記入する（令和９年度より３か年度分）。

（２）開設準備経費

開設時までの打合せへの参加及び関係機関との調整、開設に必要な初度調弁を含むものとする
（令和９年１月～令和９年３月分のみ）。
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